
農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

国土交通省、経済産業省、農林水産省

求める措置の具体的内容

①事業者から申請のある「総合効率化計画」の認定、②認定事業者からの報告徴収、③認定の取消、④特

定流通業務施設の基準適合の確認事務について、移譲を求める。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

当該業務は、県（一部市）が行っている農地転用の許可事務や開発行為の許可事務と密接に関連しており、

都道府県に事務を移譲することで効率的な事務の執行が期待できる。

国において当該事務を実施することで、県が実施する上記事務との乖離や矛盾が生じる可能性がある。

そのため、県において実施することで、上記事務との連携を図ることができ、地域の特性を反映したきめ細か

い施策を展開できるとともに、流通業務施設の設置を含む総合効率化計画の認定事務とあわせ、同一の行

政庁が農地転用と開発行為の許可を効率的に進めることで、迅速な流通業務施設の整備が可能となり、効

率的で環境負荷の小さな物流の構築という法の目的に対して総合的な対応が図られ、流通の効率化に資す

る。

なお、国の自己仕分けにて、従来から国が一元的に実施していること、安全対策や事業者の円滑な事業活

動等の観点から国が引き続き所管すべき事務とされているが、地域の特性や県で実施する施策との整合性

を図る観点から県が所管すべきと考える。また、H25年の各省の検討においては、流通業務施設が所在する

市町村や都道府県に止まらず、国際・国内の物流網の効率化について念頭に置く必要があり、総合効率化

計画の認定は国が行うことが適切とされているが、各拠点が創意工夫を図り、それぞれが地域の状況に応

じた効率化を図ることによっても、都道府県域に止まらない効率化が見込めることから、都道府県が担うべき

と考える。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

「総合効率化計画」の認定、報告徴収、取消、確認事務等の国から都道府県への移譲

提案団体 神奈川県

管理番号 510

根拠法令等

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第４条、第５条、第７条、第21条
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回答区分 E　提案の実現に向けて対応を検討

物流・流通業務効率化等に関する事務については、個々の地方自治体における十分な体制整備及び共管

省庁と制度のあり方について調整が完了した場合に、地方自治体の発意に応じて選択的に移譲することに

異存はない。

各府省からの第１次回答

総合効率化計画の認定等の事務については、計画を実施する者の種別等に応じて、国（国土交通大臣、経

済産業大臣、農林水産大臣）または都道府県が行うこととなっており、申請者にとっては煩雑な制度となって

いる。

この状況を改善するため、権限移譲に当たっては、国（三主務大臣）の所管分すべてについて同時に行う必

要があると考える。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方式や社会実験による検討を求める。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 E　提案の実現に向けて対応を検討

　物流・流通業務効率化等に関する事務については、個々の地方自治体における十分な体制整備及び共管

省庁と制度のあり方について調整が完了した場合に、地方自治体の発意に応じて選択的に移譲することに

異存はない。

　なお、権限移譲の検討に当たっては、国（三主務大臣）の所管分全てについて同時に移譲できるかどうかも

含めて共管省庁と調整していく考え。

各府省からの第２次回答

記載なし

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

・農地の確保に資する国・地方の施策の充実

・農地の総量確保の目標管理

・農地転用許可制度・農用地区域設定制度の見直し

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

〔基本的認識と改革の方向性〕

○真に守るべき農地を確保する必要性は国・地方共通の認識

○地方が主体となり、農地を確保しつつ、都市・農村を通じた総合的なまちづくりを推進

→国、都道府県、市町村が責任を共有し、実効性ある農地の総量確保の仕組みを構築するとともに、個別

の農地転用許可等は、市町村が担うべき

〔見直しの方向性〕

 ○農地の総量確保（マクロ管理）の仕組みを充実

・市町村が主体的に設定した目標の積上げを基本とし、国、都道府県、市町村が議論を尽くした上で国の総

量確保目標を設定（国と地方の議論が実質的に機能する枠組みを設置）（地域の実情により、必要に応じ

て、都道府県は広域的な調整を実施）

・地方では新たに市町村計画において確保すべき農用地等の面積目標を明記（現行は、面積目標の設定は

国・都道府県のみ）

耕作放棄地の発生抑制・再生など施策効果ごとに目標設定

目標管理に係る実行計画の実施状況等を第三者機関が事後評価

○農地転用許可制度等（ミクロ管理）の見直し

・農地転用許可等について、大臣許可・協議を廃止し、土地利用行政を総合的に担っていく観点から市町村

に移譲

・その際、必要に応じて転用基準の更なる明確化等

・市町村農業委員会選任委員の学識経験者の比率を高めることを可能とする

・都道府県農業会議への意見聴取は、一律の義務付けを廃止（地域の実情を踏まえ、必要に応じて聴取）

 ○農地において農業が力強く営まれるための取組を充実

国は制度の枠組みづくりを行い、地方は農地中間管理機構の活用をはじめ、担い手への農地の集積・集約

化や耕作放棄地対策等の具体の施策を推進

※別紙参照

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地制度のあり方について

提案団体 全国知事会、全国市長会、全国町村会

管理番号 138

根拠法令等

農振法第３条の２、第４条、第５条の２、第５条の３、第８条、農地法第４条、第５条、附則第２項、農業委員会

等に関する法律第12条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　平成26年８月５日に公表した「農地制度のあり方について」（地方六団体提言）に対する「農林水産省の考

え方」（左記回答）については、現行制度の課題において一定の部分は地方六団体提言と認識を共有してい

ると考えているが、これらの課題を踏まえた農林水産省としての具体的な提案は十分に示されておらず、地

方六団体提言に対して様々な懸念を示すにとどまっている。

　地方六団体提言は、農林水産省が懸念を示している点にも十分応えているものと考えているが、これらの

懸念を払拭するため、地方六団体提言の考え方を補足するので、これに対する農林水産省の見解について

回答いただきたい。

　また、農地の総量確保（マクロ管理）及び個別の農地転用許可等（ミクロ管理）の見直しについて、農林水

産省においてお考えのスケジュールと具体策の案を明示していただきたい。

（別添参照）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

（当会意見）

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地の確保に資する国・地方の施策を充実させる。

農地の総量確保の目標管理を行う。

農地転用許可制度・農用地区域設定制度の見直しを行う。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【農地の確保に資する国・地方の施策の充実】

実効性ある農地の総量確保の目標管理の仕組みを構築する。具体的には、国指針として「確保すべき農用

地等の面積の目標」を設定することとし、この設定に際し、農地確保の施策効果ごとの目標を設定する。従

来、市町村は目標設定に関与することができなかったが、これらの目標は、国、都道府県、市町村が十分議

論を尽くした上で設定することとする。このため、単に国が地方の意見を聴取するのではなく、国と地方が透

明性を確保した中で、実質的な議論を行うための新たな枠組みを設けることとする。なお、「確保すべき農用

地等の面積の目標」については、国指針、都道府県方針、市町村計画に明記することとする。また、農地確

保の施策について確実に実行に移すため、国、都道府県、市町村それぞれのレベルで、「実行計画」を策定

する。

【農地の総量確保の目標管理】

個々の農地転用許可等については、大臣許可・協議を廃止し、土地利用行政を総合的に担っていく観点か

ら、市町村に移譲し、国、都道府県の関与は不要とするべきである。また、市町村計画の策定のうち農用地

区域の設定・変更についても、都道府県知事の同意を不要とするべきである。

【農地転用許可制度・農用地区域設定制度の見直し】

上記の目標達成に向け、国は農地の確保に資する制度の枠組みづくりを行い、地方は、農地中間管理機構

の活用をはじめ、担い手への農地の集積・集約化や耕作放棄地対策などの具体の施策を推進する。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地制度のあり方について

提案団体 三重県

管理番号 292

根拠法令等

農振法第３条の２、第４条、第５条の２、第５条の３、第８条

農地法第４条、第５条、附則第２項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

○地方六団体で示した「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

①農地転用許可については、大臣許可・協議等の事務処理に多大な時間や手間を要し、迅速性に欠けるた

め支障があり、地域事情を把握している市町村に権限を移譲すべきである。総合的な土地利用行政を担う

観点から、基礎自治体である市町村に権限を移譲すべきである。

②現行の許可権限は、面積４ha超の農地にあっては「国（農林水産大臣）」、４ha以下２ha超は、国の事前協

議に基づいて「都道府県知事」、２ha以下は「都道府県知事」（権限移譲を受けた市町村は除く。）にある。こ

れらすべての許可権者を「市町村へ移行」する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

・支障となる手続きの現状と事例

 開発計画を進めるためには、農用地区域からの除外（以下「農振除外」と標記。）の許可を受け、その後農

地転用の手続きを進めることとなることから、農地転用が許可される見込みがない事案については農振除外

の手続きが進められない。そのため、農振除外が必要な大規模な開発については、国、県との事前協議を

行い、除外相当と認められた後に農振除外の申請を行うこととなる。国との協議は非常に長期間を要するた

め、開発計画の速やかな推進は困難である。

・迅速な事業推進の必要性

　農家の後継者の住宅整備等小規模な開発に伴う転用についても、農振除外の手続きにおいて県との協議

に相当な時間を要し、後継者の定住に支障がある。

・地域の実情を踏まえた必要性

　農地転用許可は、農用地区域の設定とともに優良農地を守る制度であると同時に、土地利用行政の一角

を占める制度である。地域事情を把握している基礎自治体が、土地利用行政を総合的に担っていく必要が

あるという観点から、市町村に許可権限を移譲すべきである。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用許可権限の移譲

提案団体 飯田市

管理番号 16

根拠法令等

農地法第４条及び第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・上記のことを実現するためには、「農地の総量確保」と「地域の実情に応じた農地転用許可・農振農用地

区域の設定・変更」を両立させる適切な運用基準が必要となるが、その制度設計に当たっては、国は地方公

共団体の意見を十分に聴き、市町村が移譲された事務・権限を適切に運用できるようにすべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地の転用（4ha超）に関する許可権限を都道府県知事に移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正の必要性】

農地転用に関する事務は法令に則って実施されていることから、地域の実情に精通した地方が大規模農地

の転用に関する事務を執行しても、無秩序な開発を招くとは考えにくい。国の許可権限の地方への移譲や協

議を廃止することで、審査期間の短縮が図られることを考慮すると地方で行う方が効果的な事務ができる。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用許可（4ha超）権限の移譲

提案団体 愛知県

管理番号 20

根拠法令等

農地法4条1項、5条1項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　真に守るべき農地の確保を図る方策は重要と考えるが、地方分権にも十分に重きを置き、提案どおりの対

応が実現するよう検討していただきたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地法第4条及び第5条を改正し、農地転用の許可を市町村が行うようにする

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

　現在、少子高齢化や財源状況の悪化など、多くの問題が全国的に表面化し、基礎自治体が疲弊している

状況である。

　そのようななか、総務省の地域力創造グループでは、本格的な地方分権改革の時代のなかで、地域の元

気を創造し活性化するための施策を実施しているが、自立した地域を目指すためには、基礎自治体の判断

で土地利用の誘導を行うことも必要である。

　土地利用はまちづくりの基本であり、地域の実情や住民ニーズを反映しながら、よりよいまちづくりを展開

するため、優良農地をどのように守り、どのように有効活用していくのかという判断については、地域の実情

を一番理解している基礎自治体の責任において行うべきである。

　しかし、現行制度では、大臣や知事の許可になっており、地方分権を進めるうえでの阻害要因になるととも

に、迅速性にも欠けている状況である。

　地域の経済や住民の生活を考慮しながら、よりよい土地利用を進めることは、地方分権を進めるうえで重

要な施策の一つであり、それを担うのは基礎自治体である。

　そのため、農地転用の許可を市町村が行うことができるよう、農地法第4条及び第5条の改正を求める。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

全ての市町村に転用許可権限を移譲

提案団体 松前町

管理番号 80

根拠法令等

農地法第4条第1項、第5条第1項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　松前町は山のない平坦な地形であり、新たな農地の確保は難しい状況であるが、宅地開発等の需要は高

い。

　その中で、地域の実情や住民ニーズを反映しながら、よりよいまちづくりを展開するためには、農地転用許

可の権限委譲が必要である。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国町村会】

「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、国と地方が責任を共有し、実効性

のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振農用地区域の設定・変更については

市町村が担うこととするべきである。

併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を適

切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

各府省からの第２次回答
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　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地法第４条及び５条の農地転用の許可に関する事務・権限を、農林水産大臣及び都道府県知事から、市

町村長へ移譲すること。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障】土地利用法制と所管省庁は法制・所管ともに縦割りであるが、都市計画法制が一定の権限移譲が進

んでいるのに対して、農地法の権限移譲はほとんど進んでいない。このため、地域における土地の最適な利

用を判断する責任が、地方自治体に十分ないため、まちづくりを地方自治体が行っているという実感が乏し

い。また、農地転用について農林水産大臣の許可、協議を必要とする案件があるため、手続に時間がかか

ることから、行政の効率性の観点からも問題がある。

【改正の必要性】農地転用に関する事務権限を市町村に移譲する。これにより、地域の実情を把握する市町

村が事務を行うことで事務の迅速化が図られるとともに、地域における土地利用の責任を地方が担うことが

可能となる（別途、農地法附則第２項に基づく、国への協議を廃止することも提案）。

【懸念の解消策】農地転用の事務移譲に伴い、国全体で確保すべき農地が守られなくなるという懸念に対し

ては、地方六団体農地制度PT報告書（添付）で提案しているとおり、国、都道府県、市町村の間で確保すべ

き農地の総量等について、実質的な協議を行ったうえで、事後に第三者機関による評価を行うことで実効性

を確保すること等により、解消が可能である。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用の許可等に関する事務・権限の移譲

提案団体 佐賀県

管理番号 91

根拠法令等

農地法第４条、第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　地方六団体「農地制度のあり方について」を実現することが、地方分権の観点と農地確保の観点から検討

を行うとした閣議決定の趣旨に最もかなうと考えており、その実現を強く求める。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

①4haを超える農地転用に係る農林水産大臣の許可権限を市町村長へ移譲する。

②4ha以下の農地転用に係る知事の許可権限を市町村長へ移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正の必要性】

農地転用許可に当たっての審査基準は同一であり、面積要件により許可権者を変える必要性に乏しく、許可

権限を市町村へ移譲すること、農林水産大臣への協議を廃止することにより事務の迅速化を図るべきであ

る。

【支障事例】

地方農政局における手続に一定程度時間を要するため、立地を計画している企業等が刻々と変化する経済

情勢に基づくビジネスチャンスを逃す場合や、不要な出費を強いる場合がある。

【制度改正の経緯】

本県では、現在、４ha以下の農地転用許可権限を全ての市町村に移譲しているが、何ら問題なく事務処理が

できている。市町村からは、より迅速な事務処理を可能にするため、県農業会議の意見聴取の義務付けを

廃止すべきとの多数の意見がある。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用許可権限の市町村への移譲

提案団体 岡山県

管理番号 100

根拠法令等

農地法第４条第１項及び第５条第１項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　岡山県では、４ha以下の農地転用許可について、平成２０年度までに県内全市町村に事務・権限を移譲し

ており、市町村において許可基準に即して適正な事務処理ができている状況にある。

　農地転用許可の事務・権限については、農地の確保と総合的なまちづくり・地域産業の活性化の両立を図

る観点からも、地域の実情を踏まえた市町村において、迅速な意思決定が行えるようにすべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地法第４条又は第５条に基づく農地の転用許可権限のうち、農地面積が４haを超えるものに係る農林水産

大臣の許可権限の都道府県知事への移譲

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【提案の背景】

農地転用に当たっては、農地面積が４haを超える場合は農林水産大臣、４ha以下の場合は知事が許可権限

を有している。これについて、政府においては、平成25年12月20日に「事務・権限の移譲等に関する見直し

方針」を閣議決定し、この中で、農地転用許可制度については、平成26年を目途として、農地確保の施策の

あり方等とともに、農地転用事務の実施主体や国の関与等のあり方について検討を行い、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずることとしている。

【制度改正の必要性】

大臣許可案件の処理には、知事許可に比べ、事前協議等に数カ月以上の期間が加わるため、迅速な事務

処理に支障を来たしている。例えば、企業立地等の転用需要に対し、開発者の事業展開のスピードを勘案し

た迅速な農業上の土地利用調整や許可処分等が必要であるにもかかわらず、行政間の長期にわたる協議

等によって農業振興を含む地域経済の活性化の機会を逃す可能性があることなどがあげられる。大臣の許

可権限を知事に移譲することにより、事前協議が不要となり、迅速な事務処理を行うことが可能となる。

【懸念への対応】

大臣許可権限の知事への移譲により、大規模な案件に係る適正な農地転用許可事務の運用の確保が課題

となるが、農地転用許可事務は、法令化された許可基準に従って処理するものであり地方自治体においても

公平かつ厳格な運用の確保は可能である。なお、本県では、優良な農地を確保、保全するとともに、農地法

に基づく農地転用許可制度を適正に運用するなど、県土の合理的な土地利用の推進に努めている。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

４haを超える農地に係る転用許可権限の移譲

提案団体 静岡県

管理番号 121

根拠法令等

農地法第４条、第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

農地転用事務の実施主体の在り方、農地の確保のための施策の在り方等の検討に当たっては、随時検討

状況について情報提供するとともに、地方と十分協議することを求める。

また、平成21年改正農地法附則を踏まえた適切な時期までに結論を得ることを求める。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地転用に係る国の許可権限を地方公共団体に移譲すること。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障】

佐賀市における新工業団地開発は、平成１８年の新工業団地の適地調査に始まり、平成２１年には地元の

同意のもと候補地を決定した。以降、庁内における検討会議や佐賀県及び九州農政局等との十数回に及ぶ

協議を重ねてきた。

当初の計画では、平成２２年に用地買収に着手し、平成２５年には分譲開始という予定であったが、平成２１

年の農地法等の一部改正により、農地転用許可要件や、２７号計画で認められる施設の要件が以前より厳

しくなったこともあり、事業着手の手法を見出せない状況となり、未だ用地買収に着手できない状況となって

いる。

本市の平野部分は都市計画区域だけであり、その中で市街化区域内では一団の土地の確保は難しく、市街

化調整区域内の農地しか工業団地の適地が無いというのが実情である。しかし、市街化調整区域の大規模

な農地の開発については、農政局の協議・許可が必要であり、手続が長期化している。そのため、企業も農

地の開発を回避する傾向にあり、実際に佐賀市内に適当な広さ・条件の用地が無いとのことで市外に流出し

た企業もある。

【必要性】

農地転用許可権限を市に移譲することにより、本市の構想の下に農業と工業、市街地のバランスある土地

利用が促進され、地域における雇用の確保や企業誘致による自主財源の確保等、地域経済の活性化を図

ることができる。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用に係る事務・権限の市町村への移譲

提案団体 佐賀市

管理番号 143

根拠法令等

農地法第４条及び第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

意見なし

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

提案団体からは意見が付されていないところであり、第1次回答でご納得いただいたものと考えている。

各府省からの第２次回答

記載なし

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

4ヘクタールを超える農地転用に係る農地法第4条第1項及び第5条第1項の農林水産大臣の許可を市町村

長の許可に改め、権限を市町村に移譲する（併せて4ヘクタール以下の農地転用に係る農地法第4条第1項

及び第5条第1項の知事の許可を市町村長の許可に改め、権限を市町村へ移譲する。）。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

「必要性」

 農地転用許可の審査期間の短縮により、農地以外の土地利用計画との調整の迅速化を図ることができる。

また、農地転用許可事務の効率化により、地域の実情に応じた迅速な調整が可能となる（住民に、より身近

な基礎的自治体において総合的な土地利用の観点からの判断が迅速にできる。）。

 農地転用は、営農条件や周辺の市街地化の状況など許可の可否を判断する基準が明確であり、転用申請

に対して当該農地が許可基準に適合している場合は許可しなければならないものである。

 農業を含む地域経済の活性化のためには、長期にわたる事前調整を廃止して農地転用事務の迅速化を図

り、地域の実情に応じた土地利用調整や許可事務が必要である。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用の農林水産大臣及び都道府県知事の許可権限の市町村への移譲

提案団体 鳥取県、大阪府

管理番号 151

根拠法令等

農地法第4条第1項及び第5項並びに第5条第1項及び第4項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

329



回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　食糧供給等の基盤である農地の確保の重要性については、都道府県・市町村も、基本的な考えは国と認

識を共有している。農地転用については、許可基準が明確であれば、許可権者によって判断が異なることは

ないため、許可面積により許可権者を区分する必要はなく、権限移譲による農地確保への支障もない。

　また、移譲に当たっては、地域の農地等の状況は、市町村がもっとも認識しており、迅速な対応がとれるこ

とから、権限を市町村に移譲することが適当であり、速やかに許可権限を移譲すべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

面積が４ｈａ以上の農地転用許可権限を都道府県知事に権限移譲する

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正の必要性】

４ha以下の農地転用については、都道府県知事が許可することとされているが、４haを超える転用について

も県全体の農業施策の観点から、都道府県知事による許可が望ましい。

県が行う農地転用許可事務は、市町村農業委員会での審査、県農業会議への諮問からなる３段階の過程

で行われ、客観的かつ総合的な判断が担保されており、面積の大小によって許可権者が変わることに合理

性はない。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

面積が４ｈａ以上の農地転用許可権限を都道府県知事に権限移譲

提案団体 和歌山県、大阪府

管理番号 195

根拠法令等

農地法４条、５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

農地制度のあり方については、現在、内閣府所管の地方分権改革有識者会議農地・農村部会において、総

合的な検討が進められているところと承知している。

別添の「農林水産省の考え方」では、農地転用の許可権者は現場と距離をおいて判断ができる者が適切で

あるとあるが、４ｈａ以下の案件は都道府県が許可権者であり、転用面積により許可権者が異なることは合

理性に欠け、また、総合的なまちづくりの観点からも好ましくないと考える。許可の際の適正な判断について

は、国が農地法、同法施行令及び同法施行規則をより明確化することで確保できるものである。

なお、今後、地方六団体の提言のとおり市町村への権限移譲の検討を進めるのであれば、農地が虫食い状

態となることを防ぐため、許可に当たっては都道府県への協議を設けることも含めた検討をお願いしたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

各府省からの第２次回答
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　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

４ｈａを超える農地の転用にかかる許可権限を大臣から都道府県知事に移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【根拠条文】４ｈａを超える農地転用は農林水産大臣の許可が必要である。

【改正の必要性】

農地転用の大臣許可については、多大な時間を要し、迅速性に欠け、地域の活性化や県内の雇用を生み出

す工場や商業施設の立地を進めていく上で課題となっている。

地域の実情を把握する地方が事務を行うことで、地域における農業の実情とスピードを重視する企業のニー

ズに対応しながら、優良農地の確保と地域経済の活性化の両立が可能となり、総合的なまちづくりを進める

ことができる。

【具体的な支障事例】

大規模商業施設を誘致するため、市街化区域編入したが、その後の交通協議で市街化調整区域内で道路

拡幅が必要となった。本来市街化区域内の農地転用は許可不要であるが、一連の事業計画のもとに市街化

区域と市街化調整区域にまたがって転用が行われその面積の合計が４ｈａを超える場合は市街化調整区域

にある農地転用は大臣許可が必要とのこと。開発事業者が道路拡幅を行う場合大臣許可手続きに相当の

時間を要することとなり事業計画が遅れることが予測されたため、開発事業者による道路拡幅は断念し、市

が直接施工した。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用の農林水産大臣許可権限を都道府県に移譲

提案団体 奈良県

管理番号 197

根拠法令等

農地法第４条第１項、第５条第１項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

・地域の実情を把握する地方が事務を行うことは、総合的なまちづくりの観点から必要なことであることを重

視して検討していただきたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

４ha超の農地転用許可に係る権限の市町村への移譲

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例】

　国内外屈指の光技術を有する浜松ホトニクス㈱が、光電子増倍管の生産拠点である豊岡製作所（磐田市

下神増）において工場拡張を計画したとき、面積が３ha超であったため、農林水産大臣協議に約１年の期間

を費やすこととなり、成長分野でさらに頑張ろうとする企業の投資活動を遅らせる大きな要因となった。例え

ばこの面積が４haの農林水産大臣許可案件となれば、さらに期間を要するものであると考えられる。

【必要性】

　磐田市では、新東名高速道路の（仮称）磐田スマートＩＣが平成29年度の開業をめざして整備を進めてお

り、東名高速道路の磐田ＩＣ及び遠州豊田ＰＡスマートＩＣを含めて、周辺地域における土地利用の重要性は

日増しに高まっている。しかしながら、現行農地法下では、農地転用に係る手続きに期間を要すことがあり、

迅速に土地利用を進めることが難しい。こうした状況を踏まえ、農地法の権限移譲等をさらに進めることで、

手続き期間が短縮され、基礎自治体の責任と創意工夫のもと、住みやすいまちづくりに取り組むことができ

るようになる

【効果】

　４ha超の農地転用許可の権限移譲により、手続き期間が１年以上短縮が見込まれる。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

４ha超の農地転用許可に係る権限の市町村への移譲

提案団体 磐田市

管理番号 212

根拠法令等

農地法第４条、第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

意見なし

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

提案団体からは意見が付されていないところであり、第1次回答でご納得いただいたものと考えている。

各府省からの第２次回答

記載なし

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地法第４条及び５条の農地転用の許可に関する事務・権限を市町村に移譲する。

農地法附則第２項の２ha超４ha以下の農地転用に係る国への協議を廃止する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例等】

現在の農地転用事務においては、２ha超４ha以下の農地転用については知事許可であるものの、農林水産

大臣への協議が必要となっており、また、４ha超の場合には農林水産大臣の許可が必要となることから、大

規模な農地転用では、国との協議・調整に多大な時間と手間を要し、迅速に農地転用ができない場合があ

り、これにより企業が進出をとりやめるといったケースがある。

【制度改正の必要性】

都市計画法では都市計画決定権限の多くが市町村に移譲されているにも関わらず、農地では国の関与が

残っており、総合的な地域づくりのためには、土地利用行政は基礎自治体である市町村が総合的に担い、地

域の実情に怖じた土地利用を市町村が自ら判断する仕組みを実現する必要がある。農地の重要性について

は地方も認識しており、適正な審査を行っている。実情を把握する地方が事務を行うことで事務の迅速化が

図られ、地域における農業の事情とスピードを重視する企業のニーズに対応しながら、優良農地の確保と地

域経済の活性化の両立が可能となることから、移譲すべきである。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用の許可等に関する事務・権限の移譲

提案団体 三重県

管理番号 225

根拠法令等

農地法第4条、第5条、附則第2項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

○地方六団体で示した「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

342



農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

4ヘクタールを超える農地転用に係る農林水産大臣の許可権限を都道府県知事へ移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例】

4ヘクタールを超える農地転用について農林水産大臣が許可する場合であっても，各農業委員会において意

見書を添付するために農業委員会でも審査は行われており，二重の審査が行われている。また，地方農政

局における手続に一定程度時間を要する。このため，刻々と変化する経済情勢に基づくビジネスチャンスを

企業等が逃す場合や，不要な出費を強いる場合があり，許可権限を都道府県へ移譲することにより事務の

迅速化を図るべきである。

【懸念の解消】

国は，現行制度について，大規模農地転用については，優良農地の確保や大規模農地転用によって用排水

系統を分断し周辺農地に大きな影響をもたらすこととなり慎重な判断が必要となるなど農地転用制度の適正

な運用を図るためとしているが，農地転用許可について県（本県では市町へ権限移譲済）が行う場合と農林

水産大臣が行う場合で許可の基準が変わるものではなく，都道府県（本県では市町）は審査能力を有するこ

とから，許可権限を都道府県へ移譲することによる支障はない。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

4ヘクタールを超える農地転用の農林水産大臣の許可権限の都道府県知事への移譲

提案団体 広島県

管理番号 234

根拠法令等

農地法第4条第1項及び第5条第1項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　本県においては，事務処理特例条例により，農地転用に係る事務についてすべての市町村に事務を移譲

しており，適正に処理をしている。「国民への食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っ

ていくか」については，許可基準を厳正に適用するために，基準のさらなる明確化により都道府県や市町村

において処理は可能と考える。

　また，２（４）ヘクタールを超える農地転用について農林水産大臣が許可（大臣への協議）する場合であって

も，農業委員会でも審査は行われており，二重の審査が行われている。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

４ha超の農地転用許可の権限については農林水産大臣から地方に移譲すること。

（ただし、優良農地の確保の観点から、国が関与する一定の権限の留保は必要。）

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正の必要性等】

農地法第４条、第５条による4ha超の農地転用は農林水産大臣許可となっているため、自治体が持つ他法令

許可等との確認・調整作業に多くの時間を要し、審査期間が長期化してる。

【制度改正の経緯】

平成２５年１２月２０日に閣議決定された「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」では、「農地転

用に係る事務・権限については、地方の意見も踏まえつつ、農地法等の一部を改正する法律（Ｈ２１法５７）

附則第１９条第４項に基づき、同法施行後５年を目途として、地方分権の観点及び農地の確保の観点から、

農地の確保のための施策の在り方等とともに、農地転用事務の実施主体や国に関与等の在り方について検

討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」とされている。

農林水産省は、「大規模な農地の転用許可については、農地がまとまって失われるだけでなく、集団的な優

良農地において、周辺農地の無秩序な開発を招くおそれがあることなど影響が大きく、国レベルの視点に

立った判断を行うことが必要」との見解を示している。

【懸念への対応】

本県では、2ha超4ha以下の転用許可権限が移譲された平成10年11月から平成25年末までの間に、大臣許

可案件の調整を24件処理しており、地方が権限の移譲を受けても、法を適正に運用し、事務処理を行う十分

な能力を備えている。

ただし、優良農地の確保の重要性を考慮すると、国レベルの視点からの考察も必要と思われるため、地方自

治法第245条の5に規定する是正の要求の対象に2ha超の案件も含まれるよう農地法第59条を改正するな

ど、国が関与する権限を留保すること。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用許可の移譲

提案団体 埼玉県

管理番号 262

根拠法令等

農地法第４条、第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　農振法・農地法の枠の中で優良農地確保と地域経済活性化を両立させるのが地方の役割であり、地域の

実情に応じたまちづくりの実現に向けて、農地制度を含めた土地利用制度を地方が主体となって事務を行う

ことが必要である。

　そのため、４ha超の農地転用許可の権限を地方に移譲すべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地転用等に関する知事・農林水産大臣の許可権限を法律により市町村に移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【提案事項】

　農地の転用は、住民に身近な市町村が権限を持ち、迅速かつ簡素に許可事務を行うことが必要であり、農

地転用等に関する許可権限を法律により市町村に移譲するべきである。

　このことにより、住民にとっては、申請から許可までの時間の短縮、地域の実情をよく知る市町村農業委員

会で事務処理が行われ説明等が簡略化されるとともに、行政にとっては、市町村（農業委員会）の主体的な

意思決定や地域の特色を生かした事務執行が可能となるため、まちづくりの主体である市町村による総合

的な行政が展開されることとなる。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用等に関する知事・農林水産大臣の許可権限の市町村への移譲

提案団体 福島県

管理番号 300

根拠法令等

農地法第4条第1項、第5条第1項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

＜回答＞

　土地は様々な産業等の基盤となるものであり、農地を含む土地利用に係る行政事務について、市町村が

主体として総合的に担うことがまちづくりを進める上で極めて重要である。

　現在は、農地転用面積により、許可権者が国、都道府県又は権限移譲市町村と分けられているが、実際

の申請においては事業の必要性、規模の妥当性等について、案件の規模の大小に関わらず許可基準（許可

基準に規模の区別はない）に従い審査しており、規模の大小で分ける合理性はない。

　農地が国民への食料の安定供給等の基盤であり、食料自給率の向上のために、その確保が重要であるこ

とは都道府県や市町村も認識しているものと考えるが、なお国民全体がそのような認識を共有すること、また

土地を農業利用することが他の土地利用に対して優位性を有するようになることも重要と考える。

　市町村への権限移譲を進める上での担保措置については、転用基準の更なる明確化、一定規模以上の

案件について事後的な報告の義務付け、連絡調整会議の設置等が考えられる。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

各府省からの第２次回答
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　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

４haを超える農地転用の許可権限について、国から都道府県へ権限を移譲すること

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障】

農地転用については、土地利用者の利便のためにも事務手続の迅速化を図る必要がある。しかしながら、

4ha超の国許可案件の農地転用については、申請から許可まで1年間を要している事例があるなど事務手続

の迅速化を阻害している。

【制度改正の必要性】

許可基準が法令で定められており、国と県との間で意見が異なることもなかった点や事務手続きの簡素化に

よる住民サービスの向上を考慮すると、都道府県へ権限を移譲するべきである。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用の許可権限の国から都道府県への移譲

提案団体 熊本県

管理番号 313

根拠法令等

農地法第4条

農地法第5条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　農地転用許可については、優良農地の確保の観点及び食糧の安定供給等の基盤である農地の確保から

も適正に行わなければならないと考えている。

　農地転用の許可は、農地法、同法施行令及び同法施行規則並びに「農地法関係事務に係る処理基準」及

び「農地法の運用」等の通知に基づいて行われており、農林水産大臣許可も都道府県知事許可も許可基準

は同一である。本県においても今までの農林水産大臣許可案件において、国の判断と本県の判断に相違が

あったことはない。農地転用については、許可基準に基づき適正に執行していると考えている。

　　「食糧の安定供給等の基盤である農地の確保の検討」については必要と考えるが、農地転用の実施主体

の農地転用の許可権者の判断は、農地転用は許可基準に基づき施行されているため、当該検討とは別途

行われるべきと考える。速やかな検討を行われ、4ha超の農地転用の許可権限の国から都道府県への移譲

をお願いしたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

各府省からの第２次回答
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　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地転用に関する知事・農林水産大臣の許可権限を市町村へ移譲すること

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【提案事項】

農地転用に関する知事・農林水産大臣の許可権限の市町村への移譲

【支障事例】

農地転用許可にあたっては、申請を市町村農業委員会が受理し、十分な審査ののち意見を付して都道府県

知事に送付しているにも関わらず、知事は形式的に都道府県農業会議への諮問を行う。市町村は地域の実

情を把握しており、自ら十分に適切な判断ができるにも関わらず、こうした事務処理は多大な時間や手間を

要し、迅速な事務処理を妨げるとともに、総合的なまちづくりを進めていく上での支障となっている。

【制度改正の必要性】

農地転用許可は、農用地区域の設定とともに、優良農地を守る制度であると同時に、土地利用行政の一角

を占める制度である。都市、農村、山村にわたる一体的な地域づくりのためには、本来、土地利用行政は基

礎自治体である市町村が総合的に担い、地域における最適な土地利用の実現を図るべきである。本提案

は、「都道府県農業会議への諮問の廃止」と併せて移譲されることにより事務の簡素化・迅速化に寄与する

とともに、地域の実情に即した農地を含めた総合的な土地利用行政が基礎自治体の主体的判断と責任にお

いて実施することを可能とするものと考える。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用に関する知事・農林水産大臣の許可権限の市町村への移譲

提案団体 大分市

管理番号 347

根拠法令等

農地法第４条、第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

　農地の確保が国民への食料の安定供給等の基盤となるという認識は地域行政においても共有している。

　しかし、地域によって自然条件や社会的条件が異なる中で、真に活かし守るべき農地とその他の活用を考

えるべき農地を見極め、有効利用を図っていくことは、地域の実情に精通した市町村の役割と考えている。

　このようなことから、基礎自治体による主体的な土地利用を進めるためには、「農地利用計画に係る県の

同意の廃止」、「県農業会議への諮問の廃止」、「農地転用許可権限の移譲」を三位一体で行う必要があると

考えており、国（農林水産省）の検討結果が、市町村等の基礎自治体にとって良い方向へと進むことを期待

している。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

各府省からの第２次回答
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行われているところである。

４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

農林水産省

求める措置の具体的内容

農地法第４条及び第５条に規定される農地転用の許可権限について、農林水産大臣又は都道府県知事か

ら指定都市の市長へ移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

土地利用行政を基礎自治体が総合的に担う観点から、農地法第４条第１項、第５条第１項に規定される農地

転用の許可権限について、農林水産大臣又は都道府県知事から指定都市の市長へ移譲する。

（権限移譲等の必要性）

・地方の活力をより一層高めるための土地利用は、都市の成長を図るために行う土地利用と農地保全の両

方の観点をもって行う必要があるため、地域の実情を熟知している指定都市に権限を移譲する必要がある。

・農地転用許可基準は農地法等で明確化されていることから、その基準への適否については地域の実情を

熟知している基礎自治体が適正に判断することができる。

・農地転用の許可及び農業振興地域指定等の事務権限を一括して指定都市が移譲を受け、一元的に取組

みを進めることにより、申請者の負担の軽減等、効率的かつ効果的な施策展開が可能となる。

・農地転用許可権限を基礎自治体が担い、農業委員と連携することで地域の農業振興を図り、不要な宅地

開発を防ぐことができる。

・当該許可権限は、都道府県の事務処理特例条例により、多くの市町村に権限の一部が移譲されている。こ

うした実態を踏まえ、「市町村優先の原則」の下で、特に、事務処理特例制度による実績が積み上がったも

のについては、法令により市町村事務として整理されるべきである。

・農林水産大臣の許可案件についても、農業委員会が申請者からの転用相談を受け、許可基準に係る調査

を行っているのが実情である。

（支障事例）

別紙№1に記載のとおり

提案区分 A　権限移譲 提案分野 農地・農業

提案事項
（事項名）

農地転用の許可権限の移譲

提案団体 指定都市市長会

管理番号 417

根拠法令等

農地法第４条第１項、第５条第１項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 農地・農村部会において検討中

　農地制度のあり方については、市町村による地域の実情に応じた土地利用の実現のみでなく、国民への

食料の安定供給等の基盤である農地の確保をどのように図っていくかという観点からも検討する必要がある

と考えている。

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

(詳細は別添参照)

各府省からの第１次回答

地域の実情を一番良く理解している基礎自治体が、食料の安定供給等の基盤である農地を確保するという

観点も踏まえ、真に守るべき農地を確保しつつ、地域の実情に応じたまちづくりをより機動的に行えるようす

べきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

【全国市長会】

○「農地制度のあり方について」（平成２６年８月５日地方六団体）のとおり、

　・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築した上で、農地転用許可・農振

農用地区域の設定・変更については市町村が担うこととするべきである。

　・併せて、法令等に基づく統一的な運用や地域の実情に応じた適切な実施体制の確保など、事務・権限を

適切に運用できるような制度設計とするべきである。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

回答区分 農地・農村部会において検討中

　農林水産省としては、平成21年の農地法等改正法の附則及び事務・権限の移譲等に関する見直し方針に

ついて（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、改正法施行後５年を目途として、農地転用事務の実施主体

の在り方、農地の確保のための施策の在り方等について、食料・農業・農村基本計画の検討と併せて検討し

ているところである。

　また、農地転用許可権限の移譲等については、地方分権改革有識者会議農地・農村部会において議論が

行われているところである。

各府省からの第２次回答

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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４　【農林水産省】

（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）

農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担については、以下の

とおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事務・権限について、地方への移

譲等を行うこととする。

（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて

・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当たっては、現

行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都道府県知事の意見を聴くこと

とする。

・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案に

ついて、市町村長の意見を聴くこととする。

・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都道府県知事、市

長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の場の議事等については、公表

するものとする。

・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積の設定基準案

と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果の見込み方等について協議

する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都

道府県の目標面積の設定基準を設定する。

・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提案されている

「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後の制度設計の議論に反映

するものとする。

（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について

事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。

・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃止する。

・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道

府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移譲する。

・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たし

ているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長については、都道府県知事と同様の権限

を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。あわせて、農用地区域内における開発許可（農

振法15条の２）に係る事務・権限について、指定市町村に移譲する。

・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方については、農

業委員会改革の議論と併せて検討を行う。

・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転用許可に係る

基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど地方公共団体における農地

転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を行うものとする。
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